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志津田氏治教授略歴・著作目録
略　　　歴
大正14年11月10日
昭和26年3月
昭和26年4月
昭和29年4月
昭和32年4月
昭和32年9月
昭和32年11月
昭和34年4月
昭和37年4月
昭和39年4月
昭和41年5月
昭和44年4月
昭和45年1月
昭和48年3月
昭和48年10月
昭和50年4月
昭和52年7月
昭和52年10月
昭和53年4月
昭和53年5月
昭和53年7月
昭和56年4月
昭和58年4月
昭和60年4月
長崎県佐世保市に生まれる
九州大学法学部法律学科卒業
九州大学法学部助手
大分大学経済学部講師
大分大学経済学部助教授
九州大学法学部講師併任（海法担当，昭和34年3月まで）
長崎大学経済学部助教授
長崎大学商業短期大学部講師併任（商法担当・昭和62年3月まで）
長崎大学補導教務協議会委員（昭和39年3月まで）
長崎大学水産学部講師併任（海法学担当，昭和56年3月まで）
長崎大学経済学部教授
佐賀大学経済学部講師併任（商法担当，昭和46年3月まで）
長崎大学附属図書館経済学部分館長（昭和48年1月まで）’
法学博士（九州大学）
第三回小町谷賞授賞（日本海法学会）
長崎大学厚生補導協議会委員（昭和52年3月まで）
長崎大学評議員（昭和54年6月まで）
日本海法学会理事（現在に至る）
長崎大学施設綜合計画委員会委員（昭和55年3月まで）
日本学術会議地方選挙管理会委員（昭和54年4月まで）
長崎地方海難審判庁参審員（現在に至る）
長崎大学経済学部長（昭和58年3月まで）
長崎大学評議員（昭和60年6月まで）
長崎大学経済学部長（昭和61年6月まで）
経営　と　経済170
昭和63年3月　　　退官
昭和63年4月　　　久留米大学法学部教授
昭和63年6月　　　長崎大学名誉教授
著作　目　録
著　　書
海事立法の発展
商法の理論
一企業法の基本問埴一
近代法と経済生活
アジア諸国の海事法の研究
－フィリピン・中華民国一
英米商事法概説
堪航能力と海事法の研究
船長責任の海事法的構成
－アジア法との比較研究一
船舶と海事法の研究
－アジア法との比較考察一
現代法要論
産業諸法の研究
－アジア法との比較一
新法学体系
企業法要論
海商法の諸問題
一韓国海商法との比較一
現代産業法講義
海　文　堂
日本評論社
明玄書房
長崎大学東南アジア研究所
酒井書店
酒井書店
長崎大学東南アジア研究所
長崎大学東南アジア研究所
文　眞　堂
長崎大学東南アジア研究所
酒井書店
明玄書房
長崎大学東南アジア研究所
法律文化社
昭和34年7月
昭和36年7月
昭和40年6月
昭和43年3月
昭和44年7月
昭和47年8月
昭和47年11月
昭和49年6月
昭和50年9月
昭和52年3月
昭和55年4月
昭和56年7月
昭和59年3月
昭和61年10月
共　　著
商法（総則・商行為）講義
商法I．総則・商行為・有限会社法
青林書院新社
日本評論社
昭和45年4月
昭和46年2月
71
基本法コン′メン′クール
商法I．総則・商行為編
保険法・海商法
会社法務事故百科
判例商法I
総則・商行為・保険・海商・手形・小切手
判例コンメンタール⑱下商法Ⅲ
商取引法の基礎
日本企業立法史
商法総則・商行為法〔現代商法講義1〕
手形法・小切手法〔現代商法講義3〕
法と企業経営
会社法〔現代商法講義2〕
多国籍企業の法と経営
金融革命と銀行経営
日本評論社
青林書院新社
金融財政事情研究会
日本評論社
三　省　堂
青林書院新社
法律文化社
法律文化社
法律文化社
税務経理協会
法律文化社
法律文化社
法律文化社
昭和49年2月
昭和49年3月
昭和49年12月
昭和51年5月
昭和52年6月
昭和53年8月
昭和53年9月
昭和55年4月
昭和55年5月
昭和56年3月
昭和57年6月
昭和59年4月
昭和61年3月
論　　文
交通企業の利用者保護と九州地区の実情
英米に於ける投資者保護立法の発展
黎明期の日本海法
発展期の日本海法
戦後の日本海法
日本交通監督法の発展
統制期の日本海法
わが国の海員取締制度の歴史
飛躍期の日本海法
船舶金融法制の研究
むかしの海員雑考
米法における海員保護の一斑
ランドヴェリーカッスル号事件の頼末
九州大学産業労働研究所報5号
大分大学経済論集4巻3号
大分大学経済論集5巻1号
大分大学経済論集5巻2号
大分大学経済論集6巻2号
私法12号
大分大学経済論集6巻4号
海員7巻3号
大分大学経済論集7巻2号
大分大学経済論集7巻3号
海員8巻2号
法政研究23巻2号
海員8巻11号
昭和28年1月
昭和28年3月
昭和28年10月
昭和29年3月
昭和29年9月
昭和29年10月
昭和30年5月
昭和30年5月
昭和30年10月
昭和30年12月
昭和31年2月
昭和31年3月
昭和31年11月
172 経営　と　経済
アメリカ船舶法制の一考察
新船員法と船主の時代錯誤
船舶不堪航と乗組員の不服申立
船舶抵当約款の吟味
水先責任の一考察
－そのイギリス・アメリカとの比較一
中世の水先人と首はねの刑罰
水先人と船主責任
東南アジアの独占禁止法
曳船船主の航行法上の地位
不正競争の法律上の諸問題
東南アジアの産業立法
オーストラリアの海員法
偽造小切手と銀行の免責約款
株式会社法今後の課題
一企業の系列化と会社法の基本問題一
海員の権利とオーストラリア法
関係会社と派遣取締役の地位
海法の政治性の一考察
海法における保護・助成
商法解釈上の諸問題
船舶不堪航の法律関係
堪航能力と海法（l）
船長と船舶の堪航性
一中華民国海商法典に寄せて－
割賦販売法と消費者保護の問題
堪航能力と海法（2）
堪航能力と海法（3）
華僑の一考察
大分大学経済論集8巻3号
海員9巻5号
大分大学経済学部30周年記念論文集
経営と経済37巻4号
経営と経済38巻2号
海員10巻11号
海法会誌（復刊）7号
長崎大学東南アジア研究年報l集
海法会誌（復刊）8号
会社実務の友70輯
長崎大学東南アジア研究年報2葉
長崎大学東南アジア研究年報3集
経営と経済42巻1号
企業法研究92輯
長崎大学東南アジア研究年報4集
企業法研究96輯
長崎大学東南アジア研究年報5集
長崎大学東南アジア研究年報6集
税経セミナー10号
長崎大学経済学部
創立60周年記念論文集
経営と経済45巻4号
長崎大学東南アジア研究年報7集
企業法研究132輯
経営と経済46巻2号
経営と経済46巻3・4合併号
長崎大学東南アジア研究年報8集
昭和31年12月
昭和32年5月
昭和32年6月
昭和33年2月
昭和33年10月
昭和33年11月
昭和34年4月
昭和35年3月
昭和35年10月
昭和36年2月
昭和36年3月
昭和37年3月
昭和37年4月
昭和38年1月
昭和38年3月
昭和38年5月
昭和39年3月
昭和40年3月
昭和40年7月
昭和40年10月
昭和41年1月
昭和41年3月
昭和41年5月
昭和41年7月
昭和42年1月
昭和42年3月
173
船舶共有者の一考察
一中華民国・フィリピンー
中華民国の新会社法
海事法の一考察
一法と政策との関連性一
中華民国の海事法
わが国i毎事法の近代化
一海事布告法の発展過程一
海難救助料請求権の一考察
一権利帰属者の一側面一
柔軟な国際的感覚を
船舶不堪航と海員の地位
合名会社の一考察
一中華民国・タイー
小切手の一考察
－アジア諸国の流通証券法一
海上運送契約の一考察
一中華民国新法に寄せて－
j甚航性法理の拡大現象
一港湾荷役労働者保護の一側面一
株主総会の一考察
船舶抵当の法的考察
商標保護の法的考察
－アジアにおける商標法一
堪航能力担保義務の性質
場昆営業の責任について
船舶先取特権の一考察
株式会社の一考察
一アジア法との比較一
代理店契約の一考察
船長の法的地位
海上労働の一考察
災害と予防法学
長崎大学東南アジア研究年報9集
長崎大学東南アジア研究年報10集
経営と経済49巻4号
長崎大学東南アジア研究年報11集
経営と経済50巻1号
民商法雑誌61巻2号
ジュリスト494号
高田源清教授還歴記念論文集
商法・経済法の諸問題（評論社）
長崎大学東南アジア研究年報14集
長崎大学東南アジア研究年報15集
長崎大学東南アジア研究年報16集
長崎大学経済学部
創立70周年記念論文集
長崎大学東南アジア研究年報17集
西原寛一先生追悼論文集
企業と法国（有斐閣）
長崎大学東南アジア研究年報18集
商法の争点（ジュリスト増刊号）
長崎大学東南アジア研究年報19集
長崎大学東南アジア研究年報20集
長崎大学東南アジア研究年報21集
長崎大学東南アジア研究年報22集
長崎大学東南アジア研究年報23集
現代経済学の展望（税務経理協会）
経営と法律47号
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174 経営　と　経済
株式会社と三権分立
一将来の株式会社俊一
韓国商法の一考察
船員法の現代的課題
取締役と韓国商法
現代経営法学の課題
株式の額面・株金名頁
船舶の法的諸問題
技術移転と合弁事業
合弁会社論
韓国船員法
マンスリーアプローチ
89号（福武書店）
長崎大学東南アジア
研究年報24・25合併集
海事産業研究所215号
長崎大学東南アジア研究年報26集
不況下の企業経営・長崎
大学公開講座長崎大学大学
教育開放運営委員全編
蓮井良窟先生還暦記念
論文集（法律文化社）
長崎大学経済学部創立
80周年記念論文集
長崎大学東南アジア研究年報27集
長崎大学東南アジア研究年報28集
長崎大学東南アジア研究年報29集
昭和58年10月
昭和58年12月
昭和59年5月
昭和59年12月
昭和60年3月
昭和60年10月
昭和60年10月
昭和60年12月
昭和61年12月
昭和62年12月
判例評釈
発起人の資本充実責任
同時船長
割合運送賃と船主の過失による沈没
船舶の積量測度
同時船長の処罰
船長の指揮命令権
海難救助料の請求
貨物引換証の処分証券性
船主の堪航担保義務の性質
演習株式会社法
（ミネルヴァ書房）
海事判例百選
（ジュリスト別冊15号）
海事判例百選
（ジュリスト別冊15号）
運輸判例百選
（ジュリスト別冊34号）
運輸判例百選
（ジュリスト別冊34号）
運輸判例百選
（ジュリスト別冊34号）
海事判例百選増補版
（ジュリスト別冊42号）
商法（総則・商行為）判例百選
（ジュリスト別冊84号）
商法（保険・海商）判例百選
（ジュリスト別冊55号）
昭和36年3月
昭和42年11月
昭和42年11月
昭和46年11月
昭和46年11月
昭和46年11月
昭和48年10月
昭和50年10月
昭和52年11月
175
公船と私船との衝突
船舶先取特権の対象となるべき
「雇傭契約に因りて生じたる
船長其他の船員の債権」
商法842条6号にいう
「航海継続の必要に因りて生じた債権＿
の意義
持分の相続と訴訟の承継
債権者による設立取消の訴
減資変更登記前に提起された資本
減少無効の訴
船舶保険普通保険約款にいう
不堪航と保険者
偽造の追認
指名債権譲渡の方法による手形上の
権利の移転
商法（保険・海商）判例百選
（ジュリスト別冊55号）
判例評論240号（判例時報杜）
判例評論249号（判例時報社）
判例演習会社法（九大出版会）
判例演習会社法（九大出版会）
判例演習会社法（九大出版会）
損害保険判例百選
（ジュリスト別冊70号）
判例演習手形法・小切手法
（九大出版会）
判例演習手形法・小切手法
（九大出版会）
昭和52年11月
昭和54年2月
昭和54年11月
昭和55年4月
昭和55年4月
昭和55年4月
昭和55年7月
昭和56年3月
昭和56年3月
辞　　典
国際海上物品運送法
傭船契約
通運計算，通運業務，通運事業，通運
業者の義務，通運業者の権利
現代法学事典Ⅱ（日本評論社）
現代法学事典Ⅳ（日本評論社）
会社法務大辞典（中央経済社）
昭和48年7月
昭和48年11月
昭和59年4月
